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書き抜き読書ノート 606 2010年 5月 27日

OECD著「OECDイノベーション戦略、明日への有利なスタート」
OECD、2010年 5月 27日刊を読む

OECDイノベーション戦略、明日への有利なスタート

１．国民にイノベーション能力を付与すべきである

(１)イノベーションの本質は人材である。国民にイノベーション能力を付与できるか

どうかは、広範で妥当な教育を実施できるか、正規の教育を補完する幅広い技能を

育成できるか、などにかかっている。学生が生涯にわたって新たな技能を学習し、

利用する能力を習得できるようにカリキュラムと教授法を見直す必要がある。同時

に、効率的で現代社会のニーズに合うよう、教育・技能開発制度を改革する必要も

ある。学習成果を高めるためには教員の質を高めることが特に重要である。このた

めの方法としては、教員採用試験の改善、改善すべき分野を特定する継続的な評価、

効果的な教育に対する顕彰と報奨などが挙げられる。

(２)大学、カレッジ、職業訓練センターは、イノベーションに必要な人材を育成し、

引き付ける、イノベーション制度にとって極めて重要な拠点である。これらの機関

は、より広範でより開かれたイノベーション制度において、企業、政府、国といっ

たプレーヤー間の重要な橋渡し役となる。主要な政策課題は、大学を一般常識どお

りに単に基本的な公共財と見なすのではなく、大学がイノベーションへの取り組み

で果たす本質的な役割を認識することである。このためには、政策決定者は大学の

独立性、競争、卓越性、起業精神、柔軟性の確保をもっと重視する必要がある。

(３)起業家はアイデアの商業利用への転換を後押しする存在であり、イノベーション

における特に重要なアクターである。米国では、 2007 年の純新規雇用の約 3 分の 2
は設立後 5 年未満の企業によって創出された。起業の成功は実践によってもたらさ
れることが多く、実験、参入、退出が重要である。しかし、国民のごくわずかしか

起業教育を受けていない。教育・訓練政策は、創造的企業に必要とされる技能と姿

勢を注入することによって起業文化の成長を後押しすべきである。

(４)国際的に移動する人材は知識、特に暗黙知（ tacit knowledge）の創造と普及に寄与
する。こうした知識循環を奨励するため、政府は吸収能力を構築し、労働市場を留

学生に開放するとともに、流動する熟練労働者に対して税制が不利にならないよう

留意すべきである。送出国側としては、外国に流出した研究者に国内労働市場への

復帰機会を提供する政策を実施することができる。高度熟練労働者向けの移民政策

は、効率的で、透明性が高く、シンプルであるとともに、短期の移動や循環的な移

動ができるものにすべきである。関連の政策は、効果的な移民管理に貢献するよう、

より幅広い移民政策や開発・援助政策との整合性を図る必要がある。
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(５)人々は、技術の創造、普及、適用によってのみでなく、消費者としてもイノベー

ションに参加する。消費者政策体制と消費者教育は、消費者が積極的にイノベーシ

ョンに参加する能力を身につけたり、十分な情報を踏まえて選択できるようにした

りして、市場の運営を改善すべきである。これには企業間の競争を強化するという

利点もある。消費者に提供される情報については、分かりやすいものにするととも

に、人々がどのように情報を処理するかまで考慮したものにすることが極めて重要

である。

２．企業のイノベーションを喚起しなければならない

(１)よいアイデアを雇用や富へと転換する上で企業は極めて重要である。新たな企業

や若い企業は既存の企業によって無視されてきた技術や商業の機会を多く活用する

ものなので、特に重要である。市場への参入と市場からの退出はいずれも新技術や

市場の発展につながる実験的試みにとって欠かせないものである。起業規制や行政

負担の簡素化・削減は参入への障害を減らすことができる。倒産法は、起業家に対

してもっと厳しくないものにすべきであるとともに、リスク管理やモラルハザード

回避の必要性に十分配慮した上で、経営破綻企業の再構築にもっと有利な条件を提

供すべきである。

(２)新企業の 20 ～ 40%は設立後 2 年以内に破綻する。したがって、より効率的で革新
的な企業への資源再配分がイノベーションと経済成長にとって極めて重要である。

労働市場政策は、労働者の生涯学習や再教育（ re-skilling）への支援とともに、衰退
企業から革新的企業への資源再配分に必要とされる柔軟性を提供すべきである。

(３)起業家を取り巻く租税環境はもっと中立的にすべきである。また、起業しようと

思っても、雇用主負担の健康保険・社会保障掛金を喪失することに伴う財政および

保健医療上のコストによって、現在の勤務先などから退職する意欲を失くしてしま

う可能性もある。可能な場合には、そうした給付を移転することへの障害を低くす

べきである。

(４)企業の成長は多くの国で特別な課題となっている。規制障壁を低くすれば、急成

長企業がその成長を支えるために必要とする資金を官僚主義による障害の克服に費

やさなくても済むようにできる。企業規模の拡大に伴って増えていく行政・社会・

税制上の義務は、成長コストを増大するものであり、見直すべきである。政策は、

関連する技能の形成に対する支援などによって、既存中小企業のイノベーション能

力の強化を後押しすることもできる。

(５)資金へのアクセスは、本来的にリスクが伴う上、長期間を要することもある企業

主導型のイノベーションにとって主要な制約要因である。したがって、金融システ

ムの健全性回復に優先的に取り組むべきである。円滑に機能するベンチャーキャピ

タル市場やイノベーション関連資産（知的財産など）の証券化は、多くの革新的な

新興企業にとって極めて重要な資金調達源であり、更に発展させていく必要がある。

金融市場は、破綻に備えるセーフガードを確保しつつ、イノベーションの主要な牽
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引役である健全なリスクテイクや長期的な投資、起業などに今後も十分な資金を提

供していくべきである。資金へのアクセスを容易にするために公的資金を活用する

場合には、既存の市場型システムを介して資金提供するとともに、明瞭な市場アプ

ローチを採用すべきである。

３．知識の創造、普及、適用が極めて重要である

(１)知識の創造、普及、適用は企業や国のイノベーション能力にとって極めて重要な

ものであり、競争が激化する一方であるグローバル経済の中で活発に行われている。

イノベーションの核心にあるのは引き続き科学であり、多くの OECD 諸国の公的研
究機関は、卓越性を維持するとともに企業セクターとの協働を改善するために、改

革を必要としている。

(２)かつて送電網と輸送網がイノベーションに拍車をかけたように、現在では高速通

信網が経済の全域でイノベーションを下支えしている。政府は、インターネットの

開放性、無料、分散化、ダイナミックという性質を支持することによって、イノベ

ーションのプラットフォームとして情報通信技術（ ICT）、特にブロードバンドネッ
トワークも促進すべきである。

(３)ICT インフラには、ハードウエアやソフトウエアだけでなく、公的にあるいは公
的資金で創造された情報も含まれる。無料または低料金によるこうした情報の提供

はイノベーションを刺激するとともに、政府の透明性や効率性を高めることができ

る。アクセスや再利用条件に適用される制限的または不明確な規則、再利用に課金

する場合の不明確で整合性のない情報課金、複雑で時間のかかるライセンス供与手

続きなど、公的部門の情報の商業的および非商業的な再利用を妨げる障害は取り除

くべきである。一般に、公的情報については、排他的な取り決めを撤廃し、商業的

および非商業的な再利用を認めるよう、開放性を維持すべきである。

(４)知的財産権（ IPR）は、企業が投資費用を回収できるようにすることによって、イ
ノベーションに投資する重要な誘因となる。 IPR は十分に保護し、適切に執行すべ
きである。 IPR はイノベーションの創造に寄与するとともに、知識の普及と価値の
創造にとって重要である。ライセンスの市場や共同利用の場、清算機関など、様々

な協働的メカニズムが知識へのアクセスや知識の利用を促進することができる。特

許制度は、イノベーションへの誘因と市場における知識の普及から生じる公益の間

で適切なバランスをとれるよう、実情に合わせて適切に制度設計する必要がある。

(５)知識とイノベーションにますます基盤を置くようになっている経済では、円滑に

機能する知識ネットワーク・市場の整備はイノベーション努力の効率性と実効性に

大きな影響を及ぼし得る。良好な実践例はいくつか存在するが、大幅に強化する必

要がある。政府は、第 1 に、知識ネットワーク化のためのインフラ整備を下支えす
ることができる。第 2 に、公的セクターの知識とデータを共有するために、「公的資
金による研究データへのアクセスに関する OECD ガイドライン」などの措置を実施
することができる。第 3 に、知識の交換を奨励し、公正な投資収益を得られるよう、
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協働的メカニズムや仲介機関の整備を促進することができる。

４．イノベーションはグローバルな課題や社会的課題への対処に適用できる

(１)イノベーションはグローバルな課題や社会的課題に対処する手段である。グロー

バルな課題に対しては、グローバルな解決策や二国間および多国間の国際協力を通

じて共同で対処する必要がある。しかし、現在のグローバルな課題は、技術の開発

・普及を加速し、革新的な製品を市場にもたらす、より協調的なアプローチを必要

としている。国際的な科学・技術・イノベーションに関する多国間協力の新たな統

治モデルを模索すべきである。このようなモデルは、優先順位の設定、資金供与や

制度の取り決め、知識へのアクセスや技術移転を確保するための手続き、能力構築、

新たなイノベーションの広範な活用などに焦点を絞り込むことができる。

(２)これらの課題の多くにとって、市場の失敗（単なる市場の欠如も含む）は投資や

イノベーションの開発・利用を制約する。CO2 排出量などの環境外部性への課金は
イノベーションへの重要な引き金となる。租税政策その他の経済的手段は、環境に

有害な補助金の廃止と同様に、必要なシグナルを発することによって、イノベーシ

ョンのための市場を促進することができる。政策は、民間部門がイノベーションを

通じてグローバルな問題に対処する最も有望な手段を特定することを認めるべきで

ある。政府は、公的研究への投資や民間部門における競争前段階（ pre-competitive）の
研究に対する適切に設計された支援を通じて、企業が余りにもリスクが大きく不確

実と見なす分野で主導的な役割を果たす必要がある。

(３)低所得国は、貧弱な枠組みや人材と社会資本の不足など、イノベーションを経済

発展の原動力にするための特定の課題に直面している。こうした国々の場合、政策

は教育到達度の引き上げや枠組み条件の強化に焦点を絞り込むべきである。特に重

要なのは、起業、農業生産性、価値付加が貧困削減とグリーン成長を牽引するよう

に、自国の実情に合ったアプローチを通じて農業を近代化することである。

(４)イノベーション政策の管理と測定を改善すべきである

様々な経済および社会的目標を実現する上でイノベーションがますます中心的な

役割を果たしていることを考えると、イノベーション政策への全政府的なアプロー

チが必要とされる。このためには、行動を調整する安定的なプラットフォーム、中

長期的な視点を持つ政策の重視、最高レベルの政策決定者による指導力などが必要

である。利害関係者を政策の策定に関与させることは、共通のビジョンを構築し、

社会的目標を達成する政策の実効性を高めることに寄与し得る。また、これには地

方、地域、国、国際レベルでの整合性と補完性も必要とされる。

(５)評価は、イノベーションを促進し、社会的福利を実現するための政策の実効性と

効率性を高める上で極めて重要である。イノベーションの広がりを捉えるためには、

評価手段を改善するとともに、政策決定プロセスへの評価のフィードバックの質を

高めることが必要である。また、その成果と影響など、イノベーションの測定を改

善する必要もある。
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５．前進―イノベーション政策の重点変更

(１)「OECD イノベーション戦略」によって示されている幅広いイノベーション観は、
供給サイドの投入と市場の役割などの需要サイドの適合性を高める必要があること

を重視している。さらに、政策行動がイノベーションの性質の変化を反映する必要

もある。これは以下の分野を重視することを意味する。

① より強く、クリーンで公正な成長を実現する上でイノベーション政策が果たす役

割をもっと戦略的に重点化する。

② イノベーションには様々な無形資産への投資やアクターが必要となることを認識

し、イノベーション促進策の幅を科学技術以外へ広げる。

③ 教育・訓練政策を、社会の全構成員が創造力を発揮し、イノベーションに参加し、

その成果の恩恵を受けられるようにする現代社会の必要性に適合させる。

④ 新たな企業の設立と成長、画期的なイノベーションや新規雇用を創出する上での

新たな企業の役割に政策上もっと留意する。

⑤ 革新的なイノベーションを可能にするとともに、将来のイノベーションの基礎を

作る上で科学的研究が果たす基本的役割に十分留意する。

⑥ 円滑に機能するネットワークや市場を通じて知識の普及と適用を促進するメカニ

ズムを改善する。

⑦ 高速ブロードバンドネットワークなどを通じてイノベーションの新たなプラット

フォームを創造する上で、政府が果たす役割に留意する。

⑧ グローバルな課題への取り組みやコストとリスクの共有に寄与する国際科学技術

協力の新たなアプローチやメカニズムを整備する。

⑨ 政策決定の指針にするため、より広範かつよりネットワーク化されたイノベーシ

ョンの概念とその影響を測定する枠組みを整備する。

(２)OECD は「イノベーション戦略」を利用して国家的およびグローバルな解決策を
模索するためのアプローチを設計しようとする政府や国際機関を支援する方針であ

る。「イノベーション戦略」の実施は、監視、ピアレビュー、経験や良好な実践例

の交換から恩恵を受ける継続的かつ発展的なプロセスとなる。

[コメント]

日本や世界がこの経済的危機から脱却するには自己責任、自助努力でイノベーションを推し進め

る以外にない。OECDのこの報告書はその道筋を示してくれる。大いに学びたい。
－ 2010年 5月 27日 林明夫記－


